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Ⅱ 平成２２年度予算編成

１ 予算規模

予算規模７，５０２億円（平斡当初７,５９８億円：▲９６億円、▲１．３％）

～対前年度当初予算比で９年連続マイナス～

（参考）過去の当初予算規模

平⑫ ８，７２６億円（ １．４％） 平⑰ ７，７５９億円（▲２．８％）＊６補後

平⑬ ８，７６２億円（ ０．４％） 平⑱ ７，７０７億円（▲０．７％）

平⑭ ８，３４７億円（▲４．７％） 平⑲ ７，６６０億円（▲０．６％）

平⑮ ８，２０２億円（▲１．７％） 平⑳ ７，６２６億円（▲０．４％）

平⑯ ７，９８７億円（▲２．６％） 平斡 ７，５９８億円（▲０．４％）

２ 予算のポイント

歳 入
（単位：億円、％）

平22当初 平21当初
項 目 構成比 構成比 増減額 増減率

予 算 額 予 算 額

県 税 １,８０５ 24.1 ２,０９０ 27.5 ▲ ２８５ ▲ １３.６

地 方 譲 与 税 ２５１ 3.3 １６０ 2.1 ＋ ９１ ＋ ５７.０

地方特例交付金 ２８ 0.4 ２５ 0.3 ＋ ３ ＋ １０.０

地 方 交 付 税 １,７２９ 23.1 １,６７１ 22.0 ＋ ５８ ＋ ３.５

県 債 １,３１５ 17.5 １,１８３ 15.6 ＋ １３２ ＋ １１.１

臨時財政対策債を除く ６１５ 8.2 ６６２ 8.7 ▲ ４７ ▲ ７.１

国 庫 支 出 金 ７８０ 10.4 ８２４ 10.8 ▲ ４４ ▲ ５.３

繰 入 金 ３６６ 4.9 ３３４ 4.4 ＋ ３２ ＋ ９.４

寄 附 金 ０ 0.0 ５３ 0.7 ▲ ５３ ▲ ９９.７

そ の 他 収 入 １，２２８ 16.3 １,２５８ 16.6 ▲ ３０ ▲ ２.３

合 計 ７，５０２ 100.0 ７,５９８ 100.0 ▲ ９６ ▲ １.３
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１ 県 税

１，８０５億円（平21当初 ２，０９０億円、▲２８５億円、▲１３.６％）

法人二税は地方法人特別税の影響もあり、大幅減（▲１６２億円）。個人県民税において

も給与所得の減少傾向により減収（▲６５億円）。その他自動車税（▲７億円）、自動車

取得税（▲２０億円）軽油引取税（▲１３億円）などの消費関連税の減収が見込まれる。

２ 地方譲与税

２５１億円（平21当初 １６０億円、＋９１億円、＋５７．０％）

地方法人特別譲与税（＋９２億円）の創設による影響が平年度化することにより増加

地 地 特

課税権＝国 方 方 別 １／２ 人口

法 賦課徴収＝ 法 特 法 譲 １／２ 従業者数

人 都道府県 人 別 人 与 により按分

事 税 税

業 法

税 人

事

業

税

（従来） （現行）※平成20年10月1日以後に開始する事業年

度から適用

３ 地方交付税

１，７２９億円（平21当初 １，６７１億円、＋５８億円、＋３.５％）

地域活性化・雇用等臨時特例費（約１兆円）の創設などにより５８億円の増加

４ 県 債

１，３１５億円（平21当初 １，１８３億円、＋１３２憶円、＋１１．１％）

臨時財政対策債が大幅に増加（＋１７９億円）。臨時財政対策債を除く県債については公

共事業費の減などにより平成２１年度当初予算比で４７億円減少

臨時財政対策債

地方財政計画の財源不足の一部を補てんするもの。

この臨時財政対策債の元利償還金相当額については、その全額を後年度地方交付税の基準

財政需要額に算入。

５ 国庫支出金

７８０億円（平21当初 ８２４億円、▲４４億円、▲５．３％）

高等学校授業料不徴収交付金（４６億円）、高等学校等就学支援金交付金（１６億円）が

新設される一方、公共事業関係補助金の減（▲８６億円）などにより、４４億円減少

６ 繰 入 金

３６６億円（平21当初 ３３４億円、＋３２億円、＋９．４％）

平成２０年度決算剰余金、県有財産の売却収入及び県営住宅償却充当準備基金の廃止に

より積み立てた財政調整基金の取り崩し（９７億円）、すでに補正予算により計上した基

金の取り崩し（２４７億円）など
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歳 出
（単位：億円、％）

平22当初 平21当初
項 目 構成比 構成比 増減額 増減率

予 算 額 予 算 額

人 件 費 ２，２９７ 30.6 ２,３２３ 30.6 ▲ ２６ ▲ １.１

職 員 給 等 ２，０５１ 27.3 ２,０８２ 27.4 ▲ ３１ ▲ １.５

退 職 手 当 ２４６ 3.3 ２４１ 3.2 ５ ＋ ２.３

公 債 費 １，３２５ 17.7 １,３５２ 17.8 ▲ ２７ ▲ ２.０

社会保障関係経費 ８３２ 11.1 ７６７ 10.1 ＋ ６５ ＋ ８.５

普通建設事業費 １，１５２ 15.3 １,３２４ 17.4 ▲ １７２ ▲１３.０

そ の 他 １，８９６ 25.3 １,８３２ 24.1 ＋ ６４ ＋ ３.５

合 計 ７，５０２ 100.0 ７,５９８ 100.0 ▲ ９６ ▲ １.３

１ 人 件 費

２，２９７億円（平21当初 ２，３２３億円、▲ ２６億円、▲１．１％）

うち、給与費 １，６２４億円（平21当初 １，６９８億円、▲７４億円、▲４．３％）

共済費 ３７０億円（平21当初 ３３４億円、＋３６億円、＋１０．７％）

職員の臨時的給与抑制及び職員数の減などにより減少

２ 公 債 費

１，３２５億円（平21当初 １，３５２億円、▲２７億円、▲２.０％）

近年、公共投資の縮減などにより県債の発行額を抑制してきたことから、平成２１年度を

ピークに減少（国の補助金により補てんされるＮＴＴ債の影響を除き、平成元年度以来の

対前年度比マイナス）

３ 社会保障関係経費

８３２億円（平21当初 ７６７億円、＋６５億円、＋８.５％）

障害者自立支援給付費負担金の増（＋８億円）、国民健康保険財政調整交付金の増（＋７億

円）、介護職員処遇改善等臨時特例基金交付金助成費（２５億円）の新設などにより６５億

円増加

４ 普通建設事業費

１，１５２億円（平21当初 １，３２４億円、▲１７２億円、▲１３.０％）

国の公共事業関係費が前年度比１８．３％減とされた影響から、公共事業費が大きく減少

（▲１５６億円）したことなどにより減少

５ その他

１，８９６億円（平21当初 １，８３２億円、＋６４億円、＋３．５％）

事業見直しを行う一方で、中小企業に対する金融支援強化のための中小企業制度融資貸付

金の増（＋６３億円）、緊急雇用創出臨時特例基金事業費の増（＋６４憶円）、地域医療再

生臨時特例基金事業費の新設（１８億円）などにより６４億円増加


